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平成１８年３月期   中間決算短信（連結）    平成17年11月24日 

上 場 会 社 名        株式会社太平製作所              上場取引所    名証２部・大証２部 

コ ー ド 番 号        6342                     本社所在都道府県 愛知県 

（ＵＲＬ http://www.taihei-ss.co.jp） 

代 表 者        役職名 取 締 役 社 長         氏名 成田 光將 

問合せ先責任者 役職名 取締役総務部長  氏名 桂山 哲夫  ＴＥＬ  （0568） 73－6411 

決算取締役会開催日   平成17年11月24日 

米国会計基準採用の有無 無 

  

１ 17年 9月中間期の連結業績（平成17年 4月 1日 ～ 平成17年 9月30日） 

(1) 連結経営成績                           （注）百万円未満は切り捨てて表示 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％ 
     2,421   （10.6) 
     2,189   （  －） 

百万円   ％ 
      197   （54.5） 
      127   （ －） 

百万円   ％ 
      222   （80.9） 
      123   （ －） 

1 7年 3月 期         4,820           359           339 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％ 
      172   （73.5） 
      99   （ －） 

円   銭 
               11      53 
         6   64 

円   銭 
        －   － 
        －   － 

1 7年 3月 期           219                          14      62         －   － 

(注)①持分法投資損益   17年9月中間期 － 百万円 16年9月中間期 － 百万円 17年3月期 － 百万円 

②期中平均株式数(連結)17年9月中間期 14,980千株 16年9月中間期 14,986千株 17年3月期 14,984千株 

③会計処理の方法の変更    有 

④売上高，営業利益，経常利益，中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

⑤15年9月中間期は中間連結財務諸表を作成していないため、16年9月期の対前年中間期増減率の記載を省略 

(2) 連結財政状態                           （注）百万円未満は切り捨てて表示 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円 
     5,305 
     5,013 

百万円 
     2,410 
     2,137 

％ 
           45.4 
      42.6 

円   銭 
     160   90 
     142   62 

1 7年 3月 期      5,688      2,269       39.9      151   51 

(注)期末発行済株式数(連結)17年9月中間期 14,980千株 16年9月中間期 14,985千株 17年3月期 14,981千株 
  
(3) 連結キャッシュ･フローの状況                   （注）百万円未満は切り捨てて表示 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円 
   △   381 
       146 

百万円 
   △     4 
   △   114 

百万円 
   △   294 
   △    45 

百万円 
      1,160 
      1,876 

1 7年 3月 期        368    △   512        95       1,841 
  
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  １ 社   持分法適用非連結子会社数  ０ 社   持分法適用関連会社数  ０ 社 
  
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  － 社   (除外)  － 社    持分法 (新規)  － 社   (除外)  － 社 
  

２ 18年3月期の連結業績予想（平成17年 4月 1日 ～ 平成18年 3月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 

通  期 
百万円 

                4,950 
百万円 

                  410 
百万円 

                  265 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 17円69銭 

 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績 

 は、今後様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想の前提条 

 件その他の関連する事項については、添付資料４ページを参照して下さい。 
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企 業 集 団 の 状 況 

  

  当社の企業集団は、当社及び子会社１社で構成されております。主な事業内容は、合板機械・木工機械の 

製造販売、住宅用建材の製造販売であります。  

  事業内容と当社及び関係会社の事業に係る位置づけは、次の通りであります。 

 

区       分 主 要 製 品 会  社  名 

本社工場 

（小牧市） 
合板機械事業 合 板 機 械 当     社 

大阪工場 木工機械事業 木 工 機 械 当     社 

可児工場 住宅建材事業 ツーバイフォー住宅建材 太平ハウジング株式会社 

 

 以上の企業集団について事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

  

  

  

  

工務店・ハウスメーカー 
 

 得  意  先 

  

 

     ツーバイフォー                           合板・木工機械 

     住宅建材の販売                           の製造販売 

 

 

 

 
太平ハウジング株式会社 

（連結子会社） 

 

 

土地・建物賃貸 

当     社 

 

          住宅建材事業             合板機械・木工機械事業 
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経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

    当社グループは、「独自の商品を創造し、社会に貢献する」ことを経営理念に掲げ、木材加工機械メー 

   カーとして、木材加工の新技術の創造を基本方針としています。 

    当社グループの処理対象材料である木材は、環境問題（大気の浄化・国土の保全）に貢献しながら生育 

   し、機能性と環境調和性を備え且つ再生可能な人間に優しい資源です。 

    長年人類と密接に関わってきたこの木材資源を有効に活用できる技術の開発を最重点課題としています。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

    当社グループは、安定的な配当の継続を基本として、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実を図 

りながら実施してまいりたいと考えております。 

    なお、内部留保資金につきましては、企業体質の充実を図るため新商品・新技術の開発投資と生産体制の 

   合理化等に役立てたいと考えております。 

    また、機動的な資本政策遂行を目的とし、自己株式の取得についても考えております。 

 

 ３．中長期的な会社の経営戦略 

    当社グループを取り巻く経営環境は、景気が緩やかな回復基調にあるものの、その浮揚力は力強さに欠け、 

   設備投資の回復も不透明な状況にあります。 

    このような状況の中で、収益力回復の経営戦略に沿って従来からのコア・ビジネスである合板・木工機械 

   製造販売事業に、新たに前連結会計年度より、当社の全額出資子会社が「ツーバイフォー住宅建材」製造販 

   売事業に本格的に参入しました。今後、ハウスメーカーとして当社の中核事業に育てていく所存であります。 

    合板機械事業、木工機械事業、住宅建材事業の３事業で安定的に利益を出すことのできる経営体質を構築 

   するため、組織の簡素化と人員の適正配置、製造コストの見直しと削減、新製品開発のスピードアップ、ア 

   フターサービスを含めた販売体制を強化し顧客満足度を高め、業績向上に総力をあげて取り組む所存であり 

   ます。 

 

 ４．会社の対処すべき課題 

    当社グループの課題は、各社が事業基盤を確立し各事業部門毎に専門性を発揮して、新製品の開発・販売 

   体制の強化等経営全般にわたるより一層の効率化に取り組み市場競争力を高め、安定した収益を確保出来る 

   経営体質を構築する所存であります。 

 

 ５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （１） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

      当社グループは、経営環境に敏速に対応できる体制を構築するとともに、株主を始とする利害関係者 

     の方々に対して経営の透明性並びに経営の効率性を確保することをコーポレート・ガバナンスの基本的 

     な方針と考えています。 

 

 （２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

   ①  取締役会は、８名の取締役と３名の監査役で構成されています。 

      当社では、社外取締役は選任しておりませんが、２名の常勤監査役と１名の非常勤監査役が取締役会 

に出席して各監査役は監査役会が定めた方針に従って意見を述べるほか、取締役の職務執行を監視でき 

る体制となっています。 

      なお、上記非常勤監査役は社外監査役であります。社外監査役と当社との利害関係はありません。 

 

② 監査法人には、連結会計年度を通じて監査とタイムリーな報告を受けており、改善すべき内容に対応 

  しております。 

 

   ③  当社は、法律事務所と顧問契約を結んでおり、必要に応じて顧問弁護士よりアドバイスを得ておりま 

す。 

 



 4

経営成績及び財政状態 

 １．経営成績 

（１）当中間期の概況 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善を受けて民間設備投資は緩やかに増加し、雇用

情勢も厳しさが残るものの改善に広がりがみられ、個人消費も持ち直すなど景気は緩やかな回復基調で推移い

たしました。一方原油や原材料などの価格が高騰するなど、一部に不安要因も見受けられました。 

当社関連の主要対象業種であります合板・木工・住宅建材業界に於いては、平成1７年度上期の住宅着工戸

数は 640千戸と前年度上期に比べ 22千戸増となりました。 

 このような環境のもと、当社グループといたしましては、顧客中心主義の経営方針のもと、顧客満足度と高

い評価を得る製品の提供を目指し、積極的な営業活動の展開により、売上向上と受注確保に努めた結果、当中

間連結会計期間における売上高は、2,421百万円（前年同期比10.6％増）となりました。売上高のうち輸出は、

816百万円(前年同期比35.1%増)で輸出比率は33.7％となりました。損益面につきましては、経営全般にわたる

効率化と経費の削減に努めた結果、経常利益は222百万円（前年同期比80.9%増）、中間純利益は172百万円（前

年同期比73.5%増）となりました。一方、当中間連結会計期間の受注高は2,197百万円、受注残高は1,244百万

円となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 合板機械部門は輸出の好調さに支えられ売上高は1,447百万円（前年同期比26.1%増）、営業利益は158百万

円（前年同期比75.8%増）となりました。 

 木工機械部門は業界全体の厳しい環境のなか売上高は384百万円（前年同期比26.6%減）、営業利益は29百万

円（前年同期比50.7%減）となりました。 

 住宅建材部門は積極的な販売促進活動の結果、売上高588百万円（前年同期比13.8%増）、営業利益は35百万

円（前年同期比1289.5%増）となりました。 

 

 

（２）通期の見通し 

平成１8年3月期の業績予想につきましては、日本経済の着実な回復に伴い、景気回復は底堅く推移するもの

と思われますが、公共投資の減少傾向は続き為替相場の動向や、原油や原材料価格の高騰などの不安定要素も

あり、予断を許さない状況が続くものと思われます。 

 この様な情勢のなか、当社グループはそれぞれ顧客の視点に立ち市場ニーズに対応した新技術、新製品の開

発に取り組み、積極的な営業活動を展開し業績の向上に努めてまいる所存であります。 

 なお、通期の当社グループの連結業績につきましては、売上高4,950百万円、経常利益は410百万円を見込ん

でおります。個別業績につきましては、売上高3,800百万円、経常利益は370百万円を見込んでおります。 

  

 ２．財政状態 

 （１）当中間期のキャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

681百万円減少し、1,160百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、使用した資金は381百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純利益の計上

はあるものの、売上債権及び棚卸資産が増加したことによるものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は4百万円となりました。これは主に投資有価証券の取得によるもので

あります。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は294百万円となりました。これは主に借入金の返済によるものであり

ます。 
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（２）キャッシュ・フロー指標 

 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

 中 間 期 末 中 間 期 末 中 間 

株主資本比率（％）       -    37.7    42.6    39.9       45.4 

時価ベースの株主資本比率（％）       -    48.1    43.3    49.0       60.1 

債務償還年数（年）       -       -     7.7     3.1          - 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)       -       -     8.7    14.7          - 

 

 

（注）株主資本比率 ： 株主資本／総資産 

    時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

    債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、中間期末(期末)株価終値×中間期末(期末)発行済株式数（自己株式控除後）により 

     算出しております。 

※ 有利子負債は、中間連結(連結)貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負 

     債を対象としております。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、中間連結(連結)キャッシュ・フロー計算書に計上されている 

     「営業キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

※ 平成１６年３月期連結会計年度より、連結財務諸表を作成しておりますので平成１６年３月期にかか 

 る中間連結会計期間については、記載しておりません。又、当中間連結会計期間の営業キャッシュ・フ 

ローがマイナスであるため、「債務償還年数」及び「インタレスト・カバレッジ・レシオ」については 

記載しておりません。 

 



 6

中 間 連 結 財 務 諸 表            

１．中間連結貸借対照表 

                                        （単位：千円 単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間末 

 

（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

 

（平成17年9月30日） 

対前中間期 

比 増 減 

（△減少） 

前連結会計年度の          

要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

        期   別 

 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 金   額 構成比 

（資 産 の 部） 

Ⅰ 流動資産 

 １．現金及び預金 

 ２．受取手形及び売掛金 

 ３．たな卸資産 

 ４．繰延税金資産 

 ５．その他 

   貸倒引当金 

 

 

  1,991,454 

  1,182,163 

    687,212 

          - 

     41,924 

   △ 2,825 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1,201,777 

  1,572,862 

    830,958 

     17,696 

     22,335 

   △ 8,173 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1,889,889 

  1,356,439 

    712,034 

     13,092 

     53,859 

   △ 7,865 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

  流 動 資 産 合 計            3,899,929   77.8   3,637,456   68.6 △ 262,472   4,017,450   70.6 

Ⅱ 固定資産 

 １．有形固定資産 

 （１）建物及び構築物 

 （２）機械装置及び運搬具 

 （３）土地 

 （４）建設仮勘定 

 （５）その他 

 

 

    189,330 

     87,779 

     28,699 

    170,000 

     16,405 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    525,185 

     77,885 

    573,968 

          - 

     15,403 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    539,782 

     82,467 

    573,968 

          - 

     17,635 

 

 

 

 

 

 

 

   有形固定資産合計     492,215    9.8   1,192,442   22.5    700,227   1,213,854   21.3 

 ２．無形固定資産      15,419    0.3      38,876    0.7     23,457      43,508    0.8 

 ３．投資その他の資産 

 （１）投資有価証券 

 （２）差入保証金 

 （３）その他 

    貸倒引当金 

 

    134,838 

    300,000 

    171,713 

   △   338 

 

 

 

 

 

 

    177,678 

    100,000 

    159,006 

   △   336 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    158,169 

    100,000 

    155,611 

   △   339 

 

 

 

 

 

   投資その他の資産合計     606,213   12.1     436,348    8.2 △ 169,865     413,440    7.3 

  固 定 資 産 合 計            1,113,847   22.2   1,667,666   31.4    553,819   1,670,803   29.4 

  資 産 合 計            5,013,777  100.0   5,305,123  100.0    291,346   5,688,253  100.0 
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                                        （単位：千円 単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間末 

 

（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

 

（平成17年9月30日） 

対前中間期 

比 増 減 

（△減少） 

前連結会計年度の          

要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

        期   別 

 

 

科   目 
金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 金   額 構成比 

（負 債 の 部） 

 Ⅰ 流動負債 

  １．支払手形及び買掛金 

  ２．短期借入金 

  ３．一年内返済予定長期借入金 

  ４．未払法人税等 

  ５．賞与引当金 

  ６．その他 

 

 

    985,678 

    600,000 

     16,260 

     10,469 

     41,499 

    198,720 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1,006,783 

    550,000 

    113,605 

     88,982 

     61,653 

    231,722 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1,054,770 

    750,000 

    116,260 

     48,766 

     44,197 

    477,149 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

   流 動 負 債 合 計             1,852,628   37.0   2,052,746   38.7     200,118   2,491,144   43.8 

 Ⅱ 固定負債 

  １．長期借入金 

  ２．繰延税金負債 

  ３．退職給付引当金 

  ４．役員退職引当金 

 

    513,605 

    305,058 

    192,130 

     13,149 

 

 

 

 

 

 

    350,000 

    309,821 

    159,794 

     22,409 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    405,475 

    309,911 

    194,263 

     17,613 

 

 

 

 

 

   固定負債合計   1,023,943   20.4     842,025   15.9 △ 181,917     927,263   16.3 

   負 債 合 計            2,876,571   57.4   2,894,772   54.6      18,200   3,418,407   60.1 

（資 本 の 部） 

 Ⅰ 資本金 

 Ⅱ 資本剰余金 

 Ⅲ 利益剰余金 

 Ⅳ その他有価証券評価差額金 

 Ⅴ 自己株式 

 

    750,000 

     77,201 

  1,274,872 

     36,488 

   △ 1,356 

 

  15.0 

   1.5 

  25.4 

   0.7 

△ 0.0 

 

    750,000 

     77,201 

  1,529,713 

     55,657 

   △ 2,220 

 

  14.1 

   1.5 

  28.8 

   1.0 

△ 0.0 

 

          - 

          - 

    254,840 

     19,168 

△   863 

 

    750,000 

     77,201 

  1,394,393 

     50,226 

   △ 1,975 

 

  13.2 

   1.3 

  24.5 

   0.9 

△ 0.0 

   資 本 合 計            2,137,205   42.6   2,410,351   45.4     273,145   2,269,846   39.9 

   負債及び資本合計            5,013,777  100.0   5,305,123  100.0     291,346   5,688,253  100.0 

 



 8

２．中間連結損益計算書 

                                        （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 

 至 平成16年9月30日) 

 当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

 至 平成17年9月30日) 

対前中間期 

比 増 減 

（△減少） 

 前連結会計年度の          

 要約連結損益計算書 

(自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日) 

        期   別 

 

 

科   目 
金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 金   額 百分比 

  

Ⅰ 売上高 

 Ⅱ 売上原価 

 

  2,189,806 

  1,761,254 

  ％ 

 100.0 

  80.4 

 

  2,421,175 

  1,874,202 

  ％ 

 100.0 

  77.4 

 

    231,369 

    112,948 

 

  4,820,682 

  3,764,401 

  ％ 

 100.0 

  78.1 

   売上総利益 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 

    428,552 

    301,031 

  19.6 

  13.8 

    546,973 

    349,964 

  22.6 

  14.5 

    118,421 

     48,932 

  1,056,280 

    697,087 

  21.9 

  14.5 

   営業利益 

 Ⅳ 営業外収益 

  １．受取利息 

  ２．受取配当金 

  ３．鉄屑売却収入 

  ４．損害保険金収入 

  ５．年金資産運用益 

  ６．消費税差額 

  ７．その他 

 Ⅴ 営業外費用 

  １．支払利息 

  ２．その他 

    127,520 

      8,432 

        304 

      2,004 

      1,723 

      1,478 

          - 

          - 

      2,921 

     12,939 

     11,928 

      1,011 

   5.8 

   0.4 

 

 

 

 

 

 

 

   0.6 

 

 

    197,008 

     39,012 

        260 

      2,423 

        786 

        207 

     23,257 

      6,010 

      6,066 

     13,470 

      8,373 

      5,096 

   8.1 

   1.6 

 

 

 

 

 

 

 

   0.5 

 

 

     69,488 

     30,579 

         

 

 

 

 

 

 

        530 

 

 

    359,193 

     16,488 

        576 

      2,721 

      3,011 

          - 

          - 

          - 

     10,179 

     36,584 

     23,586 

     12,997 

   7.4 

   0.4 

 

 

 

 

 

 

 

   0.8 

 

 

   経常利益 

 Ⅵ 特別利益 

  １．投資有価証券売却益 

  ２．貸倒引当金戻入益 

  ３．役員退職引当金戻入益 

 Ⅶ 特別損失 

  １．固定資産除却損 

  ２．投資有価証券売却損 

  ４．ゴルフ会員権評価損 

  ５．前期損益修正損 

    123,013 

      5,399 

      1,142 

      1,257 

      2,999 

      5,000 

      1,227 

         27 

          - 

      3,745 

   5.6 

   0.2 

 

 

 

   0.2 

 

 

 

 

    222,550 

          - 

          - 

          - 

          - 

         48 

         48 

          - 

          - 

          - 

   9.2 

     - 

 

 

 

   0.0 

 

 

 

 

     99,537 

  △  5,339 

 

 

 

  △  4,952 

 

 

 

 

    339,098 

      5,058 

      1,142 

        916 

      2,999 

     21,991 

      5,494 

         27 

     16,470 

          - 

   7.0 

   0.1 

 

 

 

   0.5 

 

 

 

 

   税金等調整前中間(当期)純利益 

   法人税、住民税及び事業税 

   法人税等還付金 

   法人税等調整額 

    123,411 

     24,654 

          - 

  △    817 

   5.6 

   1.1 

     - 

△ 0.0 

    222,502 

     83,680 

     25,543 

  △  8,406 

   9.2 

   3.5 

   1.1 

△ 0.3 

     99,091 

     59,026 

     25,543 

  △  7,589 

    322,165 

    121,906 

          - 

  △ 18,836 

   6.6 

   2.5 

     - 

△ 0.4 

   中間（当期）純利益      99,575    4.5     172,772    7.1      73,197     219,096    4.5 
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３．中間連結剰余金計算書 

                                                  （単位：千円 単位未満切り捨て） 

  前中間連結会計期間 

  (自 平成16年4月 1日 

   至 平成16年9月30日) 

   当中間連結会計期間 

  (自 平成17年4月 1日 

   至 平成17年9月30日) 

  前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

  (自 平成16年4月 1日 

   至 平成17年3月31日) 

          期  別 

 

 

科  目 
金     額 金     額 金     額 

（資 本 剰 余 金 の 部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 

 

（利 益 剰 余 金 の 部         ） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

 １．中間(当期)純利益 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

 １．配当金 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

          77,201 

          77,201 

 

 

       1,212,769 

 

          99,575 

 

          37,471 

       1,274,872 

 

          77,201 

          77,201 

 

 

       1,394,393 

 

         172,772 

 

          37,453 

       1,529,713 

 

          77,201 

          77,201 

 

 

       1,212,769 

 

         219,096 

 

          37,471 

       1,394,393 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                  （単位：千円 単位未満切り捨て） 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 

 至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

 至 平成17年9月30日) 

前連結会計年 度 

(自 平成16年4月 1日 

 至 平成17年3月31日) 

                期  別 

 

 

科  目 金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

   税金等調整前中間（当期）純利益 

   減価償却費 

   賞与引当金の増加額（△減少額） 

   退職給付引当金の増加額（△減少額） 

   役員退職引当金増加額（△減少額） 

   貸倒引当金の増加額（△減少額） 

   受取利息及び受取配当金 

   支払利息 

   投資有価証券売却益 

   投資有価証券売却損 

   ゴルフ会員権評価損 

   デリバティブ債権評価損 

   固定資産除却損 

   売上債権の減少額（△増加額） 

   たな卸資産の減少額（△増加額） 

   未収消費税等の減少額（△増加額） 

   その他流動資産の減少額（△増加額） 

   その他固定資産の減少額（△増加額） 

   仕入債務の増加額（△減少額） 

   未払消費税等の増加額（△減少額） 

   未払費用の増加額（△減少額） 

   その他流動負債の増加額（△減少額） 

 

          123,411 

           20,103 

            9,429 

   △      34,378 

   △   95,437 

   △         357 

   △       2,308 

           11,928 

   △       1,142 

               27 

- 

                - 

   △       1,227 

          651,697 

   △      81,599 

                - 

              788 

           26,853 

   △     164,117 

            3,163 

   △      78,059 

   △     107,508 

 

          222,502 

           27,557 

           17,456 

   △      34,468 

            4,796 

              305 

   △       2,684 

            8,373 

                - 

                - 

- 

                - 

               48 

   △     216,422 

   △     118,924 

           10,849 

           20,085 

   △       3,689 

   △      47,987 

   △      11,940 

                - 

   △     234,356 

 

          322,165 

           47,629 

           12,127 

   △      32,245 

   △      90,973 

            4,683 

   △       3,297 

           23,586 

   △       1,142 

               27 

1            16,470 

   42 

5,494 

477,421 

△      95,768 

   △      10,052 

   △       6,921 

           26,604 

   △      95,025 

                - 

   △      32,895 

            2,076 

           小          計 

   利息及び配当金の受取額 

   利息の支払額 

   法人税等の支払額 

          281,266 

            2,308 

   △      16,653 

   △     120,604 

   △     358,498 

            2,684 

   △       7,785 

   △      17,921 

          570,005 

            3,297 

   △      25,120 

   △     179,559 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

   定期預金の預入れによる支出 

   定期預金の払戻による収入 

   有形固定資産の取得による支出 

   有形固定資産の売却による収入 

   無形固定資産の取得による支出 

   投資有価証券の売却による収入 

   投資有価証券の取得による支出 

   貸付けによる支出 

   貸付金の回収による収入 

   差入保証金の差入による支出 

   差入保証金の回収による収入 

          146,317 

 

   △     108,700 

          112,000 

   △     174,001 

            2,464 

                - 

            8,751 

   △       5,363 

                - 

           50,479 

                - 

                - 

   △     381,521 

 

   △       5,000 

           12,000 

   △       1,560 

                - 

                - 

                - 

   △      10,365 

                - 

              293 

                - 

                - 

          368,623 

 

   △      46,952 

          117,400 

   △     806,319 

                - 

   △      30,526 

            8,751 

   △       5,566 

                - 

           50,919 

   △     100,000 

          300,000 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

   短期借入金の純増減額 

   長期借入金の借入による収入 

   長期借入金の返済による支出 

   自己株式の取得による支出 

   配当金の支払額 

   △     114,369 

 

                - 

                - 

   △       8,130 

   △         666 

   △      36,458 

   △       4,633 

 

   △     202,655 

                - 

   △      55,475 

   △         245 

   △      36,581 

   △     512,294 

 

          150,000 

          500,000 

   △     516,260 

   △       1,285 

   △      36,509 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

   △      45,254 

   △      13,307 

        1,889,609 

        1,876,301 

   △     294,957 

   △     681,111 

        1,841,883 

        1,160,772 

           95,945 

   △      47,725 

        1,889,609 

        1,841,883 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社の数は １社 太平ハウジング株式会社 
（２）非連結子会社はありません。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
   該当事項はありません。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
   連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 (１)重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ① 有価証券 
     その他有価証券 
      時価のあるもの  …………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 
                     より算定） 
      時価のないもの  …………… 移動平均法による原価法 
   ② デリバティブ    …………… 時価法 

③ たな卸資産 
      製品及び仕掛品   ………… 主として個別法による原価法 
      原材料及び貯蔵品  ………… 当社は、先入先出法による原価法、連結子会社は移動平均法による 
                     原価法。 
 
 (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産   ……………… 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属 
                     設備を除く）については定額法） 
                    （主な耐用年数 建物及び構築物７年～５０年、機械装置及び運搬具 
                     ２年～１２年） 

② 無形固定資産   ……………… 定額法（主な耐用年数 ソフトウェア５年） 
 
 (３)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 
       債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 
      定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
       従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期間に対応する見積 
      額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 
      基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

④ 役員退職引当金 
       役員の退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上しており 
      ます。 
 
 (４)重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 (５)消費税等の会計処理 
     税抜方式によって処理しております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 
  か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する 

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会 

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 

［注 記 事 項］ 

 （中間連結貸借対照表関係） 

                    （前中間連結会計期間末）（当中間連結会計期間末）（前連結会計年度末） 

  （１）有形固定資産の減価償却累計額           1,480,579千円        1,440,929千円        1,419,853千円 

  （２）担保に供している資産 

      建物及び構築物                         163,868千円          268,489千円          275,153千円 

      機械装置及び運搬具                      76,918千円           66,149千円           68,927千円 

      土地                                    28,699千円           28,699千円           28,699千円 

         計                               269,486千円          363.339千円          372,781千円 

     上記に対応する債務 

      短期借入金                             600,000千円          450,000千円          650,000千円 

      一年内返済予定長期借入金           16,260千円          113,605千円          116,260千円 

      長期借入金                             513,605千円          350,000千円          405,475千円 

         計                             1,129,865千円          913,605千円        1,171,735千円 

  （３）保証債務 

      太平大阪協力会協同組合            37,084千円                   -            37,250千円 

      （手形割引保証） 

   （４）受取手形裏書譲渡高                        17,309千円           32,002千円           18,050千円 

 

 （中間連結損益計算書関係） 

                     （前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

  （１）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

      荷造運賃                                62,683千円           76,907千円          137,160千円 

      役員報酬                                41,881千円           50,657千円           89,621千円 

      給料手当                                52,094千円           63,357千円          111,415千円 

      貸倒引当金繰入額                           900千円            1,305千円            5,600千円 

      賞与引当金繰入額                         9,005千円           16,518千円           20,485千円 

      退職給付費用                             1,007千円              494千円            8,793千円 

      役員退職引当金繰入額                     3,148千円            4,796千円            7,613千円 

      減価償却費                               6,994千円           13,755千円           24,890千円 

      旅費交通費                              33,987千円           33,644千円           69,465千円 

  （２）固定資産除却損の内容は次のとおりであります 

      建物及び構築物                             102千円                   -             4,369千円 

      機械装置及び運搬具                         828千円                   -               828千円 

      その他（有形固定資産）                     295千円               48千円              295千円 

 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（１）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている 

     科目の金額との関係 

                     （前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

      現金及び預金勘定           1,991,454千円        1,201,777千円        1,889,889千円 

      投資その他の資産（長期性預金）         100,000千円          100,000千円          100,000千円 

      預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △  215,152千円      △  141,005千円      △  148,005千円 

      現金及び現金同等物                   1,876,301千円        1,160,772千円        1,841,883千円 
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リース取引関係 

        前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 

至 平成16年9月30日） 

        当中間連結会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日） 

        前 連 結 会 計 年 度 

（自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日） 

1. リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価 

      償却累計額相当額及び中間期末残高 

      相当額 

 

 

 

取 得 

価 額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末 

残 高 

相当額 

その他 

(有形固 

定資産) 

  千円 

67,593 

  千円 

46,583 

  千円 

21,009 

合   計 67,593 46,583 21,009 

 

  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内       11,849千円 

   一 年 超       10,256千円 

   合 計       22,105千円 

 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及 

   び支払利息相当額 

  ・支払リース料      8,344千円 

  ・減価償却費相当額    6,872千円 

  ・支払利息相当額       517千円 

 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存 

   価額を零とする定額法によっており 

   ます。 

 

  (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得 

   価額相当額との差額を利息相当額と 

   し、各期への配分方法については、 

   利息法によっております。 

1. リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価 

      償却累計額相当額及び中間期末残高 

      相当額 

 

 

 

取 得 

価 額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末 

残 高 

相当額 

その他 

(有形固 

定資産) 

  千円 

76,716 

  千円 

30,394 

  千円 

46,322 

合   計 76,716 30,394 46,322 

 

  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内       12,865千円 

   一 年 超       34,634千円 

   合 計       47,500千円 

 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及 

   び支払利息相当額 

  ・支払リース料      7,729千円 

  ・減価償却費相当額    6,639千円 

  ・支払利息相当額       569千円 

 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存 

   価額を零とする定額法によっており 

   ます。 

 

  (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得 

   価額相当額との差額を利息相当額と 

   し、各期への配分方法については、 

   利息法によっております。 

1. リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

 （1）リース物件の取得価額相当額、減価 

      償却累計額相当額及び期末残高相当 

      額 

 

 

 

取 得 

価 額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

期 末 

残 高 

相当額 

その他 

(有形固 

定資産) 

  千円 

73,133 

  千円 

42,522 

  千円 

30,611 

合   計 73,133 42,522 30,611 

 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内       11,200千円 

   一 年 超       20,021千円 

   合 計       31,221千円 

 

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及 

   び支払利息相当額 

  ・支払リース料     16,370千円 

  ・減価償却費相当額   13,522千円 

  ・支払利息相当額     1,002千円 

 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存 

   価額を零とする定額法によっており 

   ます。 

 

  (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得 

   価額相当額との差額を利息相当額と 

   し、各期への配分方法については、 

   利息法によっております。 
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有価証券関係 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                     （単位：千円 単位未満切り捨て） 

区        分 取  得  原  価 
中 間 連 結 貸 借 

対 照 表 計 上 額 
差        額 

 株   式 

 債   券 

 そ の 他 

         63,328 

              - 

          5,150 

        125,067 

              - 

          4,840 

         61,738 

              - 

       △   310 

合        計          68,478         129,907          61,428 

(注) 減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理を 

   行い、30～50％程度下落した場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って 

   おります。なお、前中間連結会計期間において「その他有価証券で時価のあるもの」について減損処理を行っ 

   たものはありません。 

  

２．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
4,930 

  

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

区        分 取  得  原  価 
中 間 連 結 貸 借 

対 照 表 計 上 額 
差        額 

 株   式 

 債   券 

 そ の 他 

         63,748 

              - 

         15,300 

        155,969 

              - 

         16,777 

         92,221 

              - 

          1,477 

合        計          79,048         172,747          93,698 

(注) 減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理を 

   行い、30～50％程度下落した場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って 

   おります。なお、当中間連結会計期間において「その他有価証券で時価のあるもの」について減損処理を行っ 

   たものはありません。 

  

２．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
4,930 

  

前連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

区        分 取  得  原  価 
連 結 貸 借 対 

照 表 計 上 額 
差        額 

 株   式 

 債   券 

 そ の 他 

         63,531 

              - 

          5,150 

        148,024 

              - 

          5,213 

         84,492 

              - 

             63 

合        計          68,682         153,238          84,555 
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（注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理をお 

   こない、30～50％程度下落した場合は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理をお 

こなっております。なお、前連結会計年度において「その他有価証券で時価のあるもの」について減損処理 

したものはありません。 

  

２．時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
4,930 

  

 

 

デリバティブ取引関係 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在） 

（単位：千円 単位未満切り捨て） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時  価 評価損益 

金  利 
金利キャップ 

取 引 

      500,000 

     ( 21,000） 
0 △ 20,999 

（注）１．時価の算定方法 

      取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．括弧内の金額はオプション料であります。 

    ３．評価損20,999千円は前中間連結会計期間末までの累計額であり、前中間連結会計期間の評価益は42千円 

      であります。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

                                    （単位：千円 単位未満切り捨て） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時  価 評価損益 

金  利 
金利キャップ 

取 引 

      500,000 

     ( 21,000) 
  -  △ 21,000 

（注）１．時価の算定方法 

       取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

    ２．括弧内の金額はオプション料であります。 

    ３．評価損21,000千円は前連結会計年度末までの累計額であり、前連結会計年度の評価損は42千円であります。 
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セグメント情報 

 （１）事業の種類別セグメント情報 

     前中間連結会計期間（自平成16年4月１日 至平成16年9月30日）   （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 
合板機械 

事  業 

木工機械 

事  業 

住宅建材 

事  業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

 売 上 高 
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

1,147,837 

   31,206 

 

  524,374 

    8,560 

 

  517,594 

        - 

 

2,189,806 

   39,767 

 

        - 

△ 39,767 

 

2,189,806 

        - 

計 1,179,044   532,935   517,594 2,229,573 △ 39,767 2,189,806 

  営 業 費 用 1,089,034   473,684   515,033     2,077,753 △ 15,467 2,062,286 

  営 業 利 益    90,009    59,250     2,560   151,820 △ 24,300   127,520 

  （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

     ２．各事業区分の主要製品は次の通りであります。 

       ①合板機械事業 ……………… 合板機械の製造販売 

       ②木工機械事業 ……………… 木工機械の製造販売 

       ③住宅建材事業 ……………… 住宅建材の製造販売 

     ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、24,550千円であり、主と 

       して本社管理経費等であります。 

 

     当中間連結会計期間（自平成17年4月１日 至平成17年9月30日）   （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 
合板機械 

事  業 

木工機械 

事  業 

住宅建材 

事  業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

 売 上 高 
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

1,447,368 

       88 

 

  384,925 

   81,381 

 

  588,881 

        - 

 

2,421,175 

   81,470 

 

        - 

△ 81,470 

 

2,421,175 

        - 

計 1,447,457   466,307   588,881 2,502,646 △ 81,470 2,421,175 

  営 業 費 用 1,289,239   437,102   553,309     2,279,651 △ 55,483 2,224,167 

  営 業 利 益   158,217    29,205    35,572   222,994 △ 25,986   197,008 

  （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

     ２．各事業区分の主要製品は次の通りであります。 

       ①合板機械事業 ……………… 合板機械の製造販売 

       ②木工機械事業 ……………… 木工機械の製造販売 

       ③住宅建材事業 ……………… 住宅建材の製造販売 

     ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、25,986千円であり、主と 

       して本社管理経費等であります。 

 

     前連結会計年度（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日）     （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 
合板機械 

事  業 

木工機械 

事  業 

住宅建材 

事  業 
計 

消去又は 

全  社 
連  結 

 売上高 
（１）外部顧客に対する売上高 
（２）セグメント間の内部売上高又は振替高 

 

2,586,818 

   48,851 

 

1,128,652 

   10,060 

 

1,105,211 

        - 

 

4,820,682 

   58,911 

 

        - 

△ 58,911 

 

4,820,682 

        - 

計 2,635,669 1,138,713 1,105,211 4,879,594 △ 58,911 4,820,682 

  営 業 費 用 2,385,930 1,031,583 1,072,181 4,489,695 △ 28,206 4,461,488 

  営 業 利 益   249,738   107,130    33,030       389,898 △ 30,705   359,193 
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  （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

     ２．各事業区分の主要製品は次の通りであります。 

       ①合板機械事業 ……………… 合板機械の製造販売 

       ②木工機械事業 ……………… 木工機械の製造販売 

       ③住宅建材事業 ……………… 住宅建材の製造販売 

     ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、45,405千円であり、主と 

       して本社管理経費等であります。 

 

 （２）所在地別セグメント情報 

     前中間連結会計期間（自平成16年4月１日 至平成16年9月30日） 

            在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

     当中間連結会計期間（自平成17年4月１日 至平成17年9月30日） 

            在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

     前連結会計年度（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日） 

      在外連結子会社および在外支店がないため、記載しておりません。 

 

 （３）海外売上高 

     前中間連結会計期間（自平成16年4月１日 至平成16年9月30日）   （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 東南アジア 北 米 その他 合 計 

Ⅰ 海外売上高     520,608      37,869      45,708     604,185 

Ⅱ 連結売上高           -           -           -   2,189,806 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合        23.8％         1.7％         2.1％        27.6％ 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

       ①東南アジア …………… マレーシア、インドネシア、フイリピン、シンガポール 

       ②北米 …………………… アメリカ合衆国、カナダ 

 

     当中間連結会計期間（自平成17年4月１日 至平成17年9月30日）   （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 東南アジア 北 米 その他 合 計 

Ⅰ 海外売上高     436,934     360,694      18,431     816,059 

Ⅱ 連結売上高           -           -           -   2,421,175 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合        18.0％        14.9％         0.8％        33.7％ 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

       ①東南アジア …………… マレーシア、インドネシア、フイリピン、シンガポール 

       ②北米 …………………… アメリカ合衆国、カナダ 

 

     前連結会計年度（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日）     （単位：千円 単位未満切り捨て） 

 東南アジア 北 米 その他 合 計 

Ⅰ 海外売上高     931,964     339,335      78,196   1,349,495 

Ⅱ 連結売上高           -           -           -   4,820,682 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合        19.3％         7.0％         1.6％        27.9％ 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

       ①東南アジア …………… マレーシア、インドネシア、フイリピン、シンガポール 

       ②北米 …………………… アメリカ合衆国、カナダ 
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売上、受注高及び受注残高の状況 

 

 （１）売上実績                             （単位：百万円 単位未満切り捨て） 

  前中間連結会計期間 

   (自 平成16年4月 1日 

    至 平成16年9月30日) 

  当中間連結会計期間 

   (自 平成17年4月 1日 

    至 平成17年9月30日) 

 前 連 結 会 計 年 度 

(   (自 平成16年4月 1日 

   至 平成17年3月31日) 
事業部門の名称          

金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 

合 板 機 械        
   1,147 

 （  568） 

    52.4 

 （ 94.0） 

   1,447 

 （  724） 

    59.8 

 （ 88.7） 

    2,586 

   (1,301) 

    53.7 

 （ 96.5） 

木 工 機 械        
     524 

 （   36） 

    24.0 

 （  6.0） 

     384 

 （   91） 

    15.9 

 （ 11.3） 

    1,128 

  （   47） 

    23.4 

 （  3.5） 

住 宅 建 材        
     517 

 （   －） 

    23.6 

 （   －） 

     588 

 （   －） 

    24.3 

  (   －) 

    1,105 

  （   －） 

    22.9 

 （   －） 

合 計        
   2,189 

 （  604） 

   100.0 

 （100.0） 

   2,421 

 （  816） 

   100.0 

 （100.0） 

    4,820 

  （1,349） 

   100.0 

 （100.0） 

 （注）（ ）内数字は内書にて輸出分を示しております。 

 

 （２）受注高及び受注残高                        （単位：百万円 単位未満切り捨て） 

  前中間連結会計期間 

   (自 平成16年4月 1日 

    至 平成16年9月30日) 

  当中間連結会計期間 

   (自 平成17年4月 1日 

    至 平成17年9月30日) 

  前 連 結 会 計 年 度 

   (自 平成16年4月 1日 

    至 平成17年3月31日) 
事業部門の名称          

受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 

合 板 機 械           2,179    2,056    1,335    1,145    2,818    1,257 

木 工 機 械             426      130      274       71    1,082      182 

住 宅 建 材             566       49      586       27    1,134       29 

合 計           3,172    2,235    2,197    1,244    5,035    1,468 

 


